
別紙２（様式１）       研究事業評価調書（平成 30年度）  平成 31年 1月 15日作成 

事業区分 経常研究（応用） 研究期間 平成 31年度～平成 33年度 評価区分 事前評価 

研究テーマ名 

（副題） 

デザインを活用した県産品の競争力強化のための商品開発支援の研究 

（県産品の課題解決及び付加価値向上ためのデザインの導入と商品開発） 

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 窯業技術センター 戦略・デザイン科 桐山 有司 

＜県総合計画等での位置づけ＞ 

長崎県総合計画 

チャレンジ 2020 

基本戦略 7 たくましい経済と良質な雇用を創出する 
 （2）地域経済を支える産業の強化 
   ①ものづくり企業の事業拡大対策、⑥企業の技術力向上 

ながさき産業振興

プラン 

基本指針（1）生産性／競争力を高める 
  ①生産性／付加価値の向上 
   （ア）ものづくり企業の事業拡大対策 （ウ）食料品製造業の付加価値向上 

１ 研究の概要 

研究内容(100文字) 
県産品を対象に、ユーザーの使用評価から現状把握・課題抽出を行い、ターゲットとなるユーザー、

マーケット、商品コンセプト等を設定し、デザインを導入したユーザー起点・マーケット起点の戦略的な
商品開発を実施。 

研 究

項 目 

①開発の対象となる県産品をユーザーに使用させ、現状把握と課題抽出を調査。 
②調査結果から対象品のターゲットとなるユーザーや商品の仕様、コンセプト等を設定。 
③設定したコンセプト等を実装するために試作品を製作し、ターゲットと同等の被験者に実際 
に試作品を使用・評価してもらい、試作品を改良。 

④企業と共同で開発品の商品化を行い、商品のテストマーケティングのため市場へ導入。 

２ 研究の必要性 
１）社会的・経済的背景及びニーズ 
  近年、商品は品質や機能などで優位性を保つことが難しくなり、価格による競争を強いられている。
長崎県は豊かな自然を活かした地域資源が豊富だが、本県の加工農産品などの多くは、素材や味な
どの品質に頼っているため他との差別化が難しく、工業製品の多くは技術や機能などのスペックを優
先した開発により市場競争力が弱いため、ユーザーニーズを把握し、モノ起点の開発からユーザー及
びマーケティング起点のデザインによる戦略的な商品開発に早急に取り組む必要がある。 
２）国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 

 経済産業省をはじめ国等でも、デザイン思考の導入とデザインによる競争力の強化の必要性につ
いて論じられているが、一般的にデザインとは、形や色など狭義の意味でのデザインとしての意識が
強く、企業等においても、事業戦略における広義のデザインの重要性への認識は低い。県内中小企
業も同様で、ユーザーニーズを把握し、商品の差別化、競争力の強化を図り、ユーザー及びマーケッ
ト起点の戦略的な商品開発を実施することで、新規顧客の獲得、販路の拡大、人材育成などが期待
できるため、本研究は、公設試験研究機関を中心に他県に先駆けて、地域、企業と共同で取り組む
べき課題である。 

３ 効率性（研究項目と内容・方法） 

研究 

項目 
研究内容・方法 活動指標  

Ｈ 

31 

Ｈ 

32 

Ｈ 

33 

単

位 

① 
対象品（県産品）の現状調
査（３件の事例を実施） 

対象品をユーザーに実際に使用させ、
対象品についての現状把握、課題抽出
のための調査を実施。（事例当り人数） 

目標 20 20 20 
人 

実績    

② 

対象品のターゲット、商品
のコンセプト、仕様等の検
討・設定 

現状のターゲット等の設定条件の当
否、新たなターゲット、コンセプト等を検
討し設定。（各事例） 

目標 1 1 1 
件 

実績    

③ 
設定条件をもとに製品の試
作と試作品の改良 

設定した条件をもとに試作品を製作。
試作品をターゲットと同等の被験者に
使用させ評価をもとに改良。（各事例） 

目標 1 1 1 
件 

実績    

④ 
改良した開発品の商品化と
市場導入 

開発品を企業と共同で商品化し、市場
へ導入。（各事例） 

目標   3 
件 

実績    



１） 参加研究機関等の役割分担 
 ・窯業技術センター：商品企画、調査の実施、デザイン、商品開発、販売戦略など 
 ・工業技術センター：要素技術の開発・応用、仕様・機能の検討など 
 ・大学（県立大学、他）：調査の実施、調査結果の集計など 
 ・企業：試作開発、製品化など ・商社・販売店：商品化、販売（市場導入）など 
 ・デザイナー（企画担当者）：商品企画、デザイン、商品開発、販売戦略など 
２） 予算 

研究予算 

（千円） 

計 

（千円） 

人件費 

（千円） 

 

研究費 

（千円） 

財源 

国庫 県債 その他 一財 

全体予算 19,197 13,197 6,000    6,000 
31年度 6,399 4,399 2,000    2,000 
32年度 6,399 4,399 2,000    2,000 
33年度 6,399 4,399 2,000    2,000 

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 
※ 人件費は職員人件費の見積額 

（研究開発の途中で見直した事項） 

４ 有効性 

研究 

項目 
成果指標 

目

標 

実

績 

Ｈ 

31 

Ｈ 

32 

Ｈ 

33 
得られる成果の補足説明等 

① 
対象品（県産品）の現状
の把握と課題の抽出 

３
件 

 １ １ １ 

対象品についてターゲットと同等のユーザ
ーに対し、対象品を実際に使用させること
で、現状把握、課題抽出のための調査を実
施する。 

② 
対象品のターゲット、商
品コンセプト等の設定 

３
件 

 １ １ １ 
調査結果をもとに、開発する商品のターゲッ
トや商品コンセプト、仕様や機能等の諸条件
を設定する。 

③ 
製品の試作、被験者の
使用により評価と改良 

３
件 

 １ １ １ 
設定したターゲットや商品コンセプトをもとに
試作品を製作し、同等のユーザー被験者に
使用させ、試作品の評価・改良を行う。 

④ 
開発品を企業と共同で
商品化 

３
件 

   ３ 
改良を加えた開発品を企業と共同で、商品
化し市場へ導入する。 

⑤ 
デザイナー及び担当者
の育成 

３
件 

   ３ 
参加した企業や外部のデザイナー等が、商
品開発プロセスを実践することで、新たな人
材育成と事業の普及を行う。 

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 
これまで、県内の食品加工業等では新鮮且つ豊富な素材に依る商品開発が多く、工業系製造業

では自社所有技術を用いたスペック中心の商品開発が多い。また研究機関等の多くは技術開発型
の企業支援で実用化が弱みとなっている。これらはモノ起点の開発となっているためであり、本研究
のデザインプロセスの活用により、ユーザー、マーケット起点の戦略的な商品開発を実践すること
で、企業の課題であるユーザー及びマーケットニーズが把握でき、新規性があり、高付加価値で、他
者との差別化された競争力のある商品開発が可能となり、市場での優位性が確保できるようになる。 

２）成果の普及 
■研究成果の社会・経済への還元シナリオ 
県産品をケーススタディにユーザー・マーケット起点の商品開発を実施することで、県産品の付加
価値向上、商品力（競争力）の強化、販路拡大等が期待できる。また、参加企業が自社のターゲット
やニーズ、市場を知ることで、担当人材の育成、今後の自社商品の方向性等を想定した商品開発が
可能となる。 
■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み 
・経済効果：対象とする商品それぞれの販路拡大、新規市場の獲得、売上げ向上等の経済効果が期
待できる。また、参加したデザイナー等が本商品開発プロセスを実践することで、人材育成、事業成
果の普及が期待できる。 

（研究開発の途中で見直した事項） 

 



 （様式 2）                       研究評価の概要 

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

 

 

事 

 

前 

（30年度） 

評価結果 

（総合評価段階：Ｓ） 

・必 要 性 Ｓ 

 近年、商品は品質や機能などで優位性を保つこと

が難しくなり、価格による競争を強いられている。

長崎県は豊かな自然を活かした地域資源が豊富だ

が、本県の加工農産品などの多くは、素材や味など

の品質に頼っているため他との差別化が難しく、工

業製品の多くは技術や機能などのスペックを優先

した開発により市場競争力が弱いため、ユーザーニ

ーズを把握しモノ起点の開発からユーザー及びマ

ーケティング起点のデザインによる戦略的な商品

開発に早急に取り組む必要がある。 

 

・効 率 性 Ｓ 

 実際に商品化を行う企業と共同で開発に当初か

ら取り組むことで、商品化までのプロセスを効率的

に実施することができる。現状調査や被験者評価の

調査を大学等と協力して取り組むことで、調査、集

計作業などを効率的に実施することができる 

  

 

 

 

・有 効 性 Ｓ 

 これまでは商品の素材や企業の自社技術を優先

したモノ起点での商品開発のため、市場での優位性

の確保や他との差別化が難しかったが、実際にユー

ザーに商品を使用させ、その体験から現状や課題を

調査することで、ユーザーニーズを的確に把握する

ことができ、またデザインの活用により、ユーザ

ー・マーケット起点の商品開発を実施することで、

商品力・競争力を強化し他社と差別化できる商品開

発及び商品が可能となる。 

 

総合評価 Ｓ 

 一般的にデザインとは、形や色など狭義の意味で

のデザインとしての意識が強く、企業等において

も、事業戦略における広義のデザインの重要性への

認識は低い。県内中小企業も同様であるため、デザ

インのプロセスによるユーザー起点、マーケット起

点での戦略的な商品開発を実施することで、商品の

差別化、競争力の強化を図り、新たな顧客の獲得、

販路の拡大、人材の育成なども期待でき、このよう

な取り組みは、公設試験研究機関を中心に、他県に

先駆けて、地域、企業と共同で取り組むべき課題で

（30年度） 

評価結果 

（総合評価段階：Ａ） 

・必 要 性Ａ 

 市場拡大に向けたマーケティング調査は必要で

あり、モノ起点からユーザーおよびマーケティング

起点の開発へシフトすることの重要性は理解でき

る。デザインを活用した開発内容の具体化が求めら

れるが、県産品の販路拡大の一因となる支援研究で

あり、必要性は高いと判断できる。 

  

 

 

 

 

・効 率 性 Ｂ 

 参画機関は多いが、あくまでケーススタディーに

なっており、効率的かつ実質的な研究の遂行ができ

るか疑問が残る。調査やユーザー評価を行うこと

は、ニーズに合った商品を完成する点で効率性が高

いが、調査方法や対象者の絞り込み等、難しさも感

じられる。商品化する際のコンセプトの決め方な

ど、具体策が見えないため、実施方法について更な

る検討が望まれる。 

  

・有 効 性 Ａ 

 作り手目線からユーザー目線に開発の起点を変

え、評価をフィードバックさせて満足度を高めるこ

とにより、今後の開発の糧になると思われ有効性は

高いと判断できる。デザインとは売れる製品をつく

るための戦略であり、戦略家（デザイナー）を養成

するための人材育成も強化して欲しい。 

 

 

 

 

・総合評価 Ａ 

 厳しい市場の中で売れていく商品を作るために

は、今までにない考え方による商品開発が重要であ

り、本研究は県内産業に貢献可能な研究テーマとし

て、概ね妥当と判断する。ターゲットを明確にし、

実施方法の具体化について更に検討していただき

たい。 



ある。 

 

 対応 対応 

 具体的な研究の実施方法については、開発する陶

磁器製品等に関して、ユーザー（ターゲット）に対し、

既存品についてのグループインタビューやアンケート

調査を実施して実際に試用してもらい、行動を観察す

ることで、開発品の課題やニーズを抽出する。それら

の結果をもとに開発品のコンセプトを策定し、開発品

をユーザーに試用してもらう等の製品評価及び行動

観察を行い、結果をもとに改良を加え、ユーザーニー

ズを捉えた商品の開発を進めていく。 

 

 

 

途 

 

中 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 

 

 

事 

 

後 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 



■総合評価の段階 
平成２０年度以降 
（事前評価） 

Ｓ＝積極的に推進すべきである 
Ａ＝概ね妥当である 
Ｂ＝計画の再検討が必要である 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげており、継続すべきである 
Ａ＝計画どおり進捗しており、継続することは妥当である 
Ｂ＝研究費の減額も含め、研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究を中止すべきである 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげた 
Ａ＝概ね計画を達成した 
Ｂ＝一部に成果があった 
Ｃ＝成果が認められなかった 

 
平成１９年度 
（事前評価） 

Ｓ＝着実に実施すべき研究 
Ａ＝問題点を解決し、効果的、効率的な実施が求められる研究 
Ｂ＝研究内容、計画、推進体制等の見直しが求められる研究 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画を上回る実績を上げており、今後も着実な推進が適当である 
Ａ＝計画達成に向け積極的な推進が必要である 
Ｂ＝研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究費の減額又は停止が適当である 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の研究の進展があった 
Ａ＝計画どおり研究が進展した 
Ｂ＝計画どおりではなかったが一応の進展があった 
Ｃ＝十分な進展があったとは言い難い 

 
平成１８年度 
（事前評価） 

１：不適当であり採択すべきでない。 
２：大幅な見直しが必要である。 
３：一部見直しが必要である。 
４：概ね適当であり採択してよい。 
５：適当であり是非採択すべきである。 

（途中評価） 
１：全体的な進捗の遅れ、または今後の成果の可能性も無く、中止すべき。 
２：一部を除き、進捗遅れや問題点が多く、大幅な見直しが必要である。 
３：一部の進捗遅れ、または問題点があり、一部見直しが必要である。 
４：概ね計画どおりであり、このまま推進。 
５：計画以上の進捗状況であり、このまま推進。 

（事後評価） 
１：計画時の成果が達成できておらず、今後の発展性も見込めない。 
２：計画時の成果が一部を除き達成できておらず、発展的な課題の検討にあたっては熟慮が必要である。 
３：計画時の成果が一部達成できておらず、発展的な課題の検討については注意が必要である。 
４：概ね計画時の成果が得られており、必要であれば発展的課題の検討も可。 
５：計画時以上の成果が得られており、必要により発展的な課題の推進も可。 

 


